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第１章 経営戦略策定の趣旨 

1-1． 背景と目的 

公営企業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としながら、住民生活に身近な

社会資本を整備し、必要なサービスを提供する役割を果たすことで、将来にわたりその本来の目的

である公共の福祉を増進していくことが必要である。 

福井県が取り組む流域下水道事業（以下「本事業」という。）は昭和５２年度に九頭竜川流域下

水道の建設を開始し、令和２年４月から地方公営企業法を適用することで、より透明性のある事業

運営を行っている。一方で、事業開始から４０年が経過し、サービスの提供に必要な施設等の老朽

化により施設等の更新投資が増大していることや、人口減少による下水道使用料収入の減少が進ん

でいることから、公営企業をめぐる経営環境は厳しさを増している。 

このような環境の下、本事業について、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定す

ることで、収入と支出が均衡する健全な事業経営による安定した下水道サービスを持続して提供す

ることを目指す。 

 

1-2． 経営戦略の位置付けと対象期間 

(1) 経営戦略の位置付け 

本戦略は関係機関の協力のもと、本事業の経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に向けて、

「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成２６年８月２９日付け総務省自治財政局

公営企業課長通知）に基づき作成するものである。 

 

(2) 対象期間（目標年次） 

本戦略の対象期間は、今後１０年間（令和３年度～１２年度）とする。なお、今後の社会経済情

勢等の変化に応じて、随時見直しを行う。 
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第２章 下水道事業の現状と課題 

2-1. 事業概要 

(1) 事業計画 

本事業は、福井市の一部（森田地区他）、あわら市、坂井市の関連市（建設着手時は福井市、三

国町、芦原町、金津町、丸岡町、春江町および坂井町の１市６町）を事業範囲として、同地域の汚水

を処理している。昭和 52 年度に建設を開始し、昭和 57 年７月には三国町の一部を供用開始する

に至り、平成元年４月には関連全市の供用がなされている。本事業の範囲および計画概要を表１お

よび図 1 に示す。 

 

表 1 九頭竜川流域下水道の計画概要 

  

全体計画 事業計画 備考

３市
福井市、あわら市（旧芦原
町、旧金津町）、坂井市（旧
三国町、旧丸岡町、旧春江
町、旧坂井町）

同左

令和12年 令和７年

5,463.87 ha 5,463.87 ha

福井市 679.17 ha 679.17 ha

あわら市 1,502.60 ha 1,502.60 ha

坂井市 3,282.10 ha 3,282.10 ha

124,530 人 128,150 人 定住人口

32箇所 32箇所

水処理施設 系列 ８系列 ８系列

項目

関連行政区

計画目標年次

計画区域

計画人口

111,497 ㎥/日 114,610 ㎥/日

接続点

60,806 ㎥/日 62,491 ㎥/日

日最大 74,429 ㎥/日 76,507 ㎥/日計画汚水量

日平均

時間最大
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図１ 九頭竜川流域下水道平面図 
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(2) 施設 

九頭竜川流域下水道の整備面積は、全体計画の 5,464ha に対して平成 30 年度末時点での 4,58

７ha となっており、その進捗率は約 84％となっている。また、九頭竜川流域下水道の管路、ポン

プ場、処理場施設の整備は完了している。施設の現況ならびに整備状況を表２、表３に示す。 

 

 

表２ 施設の現況 

 

 

表３ 全体計画と整備状況 

 

※平成 30 年度末時点の下水道処理区域内人口は 135,538 人 

 

 

 

 

 

 

供用開始年度
（供用開始年月日）

　昭和57年度（38年経過）（昭和57年7月1日一部供用開始）

地方公営企業法の適用
（全部適用・一部適用）の区分

　令和2年4月1日より一部法適用（財務適用）

処理区域内人口密度 　29.5 人/ha

処理場数 　１ 処理場（九頭竜川浄化センター）

管渠延長 　74 km

中継ポンプ場 　6 箇所（竹田川、兵庫川、片川、芦原、春江、北潟）

計画面積(ha) 計画人口(人) 整備面積(ha) 整備率(%) 処理人口(人) 普及率(%)

5,464 124,530 4,587 83.9 131,709 97.2

全体計画(令和12年) 平成30年度末整備状況
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図２ 九頭竜川流域下水道の処理場・ポンプ場 

(３) 執行体制 

本事業に関する組織体制を図３に示す。本事業の建設改良工事は三国土木事務所下水道課が執行

しており、維持修繕を含めた運転管理は福井県から委託を受けた公益財団法人福井県下水道公社が

執行している。また、河川課下水道整備・管理グループは会計処理も含めた九頭竜川流域下水道の

事業執行のほか、市町下水道事業への指導・助言も担当している。 

 

 

福井県   土木部  

 

   河川課      公益財団法人 

下水道整備    福井県下水道公社  

・管理 G     （九頭竜川流域下水道の 

（５名）    運転管理業務） 

                           ※維持修繕工事等含む 

（１１名） 

                三国土木事務所  

下水道課（４名） 

 

図３ 組織体制 

 

委託 
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2-2． 施設の現状と課題 

(1)処理場・ポンプ場施設 

 1) 現状 

本事業の運営施設となる九頭竜川浄化センターおよび６箇所のポンプ場(竹田川ポンプ場、片川ポ

ンプ場、春江ポンプ場、兵庫川ポンプ場、芦原ポンプ場、北潟ポンプ場)は整備が完了している。現

在は設備等の点検調査を定期的に行い、その結果に応じて修繕や改築更新を実施している。 

表４ ポンプ場の供用開始年と経過年数 

 

 

 

 

 

 

 2) 課題 

処理場・ポンプ場の各種施設・設備について、令和２年度から将来 30 年間にわたる施設の健全

性の推移を図 4、図 5 に示す。各種施設・設備の標準耐用年数を超過する割合は、10 年後の令和

12 年度には処理場で 63%、ポンプ場で 22%、20 年後の令和 22 年度には処理場で 83%、ポン

プ場で 62%となる見通しであり、これらの改築・更新が喫緊の課題となっている。 

また、現行の耐震基準を満たしていない施設について、耐震補強工事等による耐震性能の確保を

進めていく必要があるほか、洪水等による水害に備えた施設の浸水対策を講じる必要がある。 

 

 

 

   

  

    図４ 九頭竜川浄化センターの更新費割合の推移       図５ ポンプ場 7 箇所(場内ポンプ場含む)の更新費割合の推移 

※目標耐用年数はストックマネジメント計画において各資産単位で設定されている標準耐用年数の 1.5 倍としている。  

西暦 和暦

九頭竜川浄化センター 1982 S57 38

竹田川ポンプ場 1982 S57 38

兵庫川ポンプ場 1987 S62 33

片川ポンプ場 1991 H3 29

芦原ポンプ場 1993 H5 27

春江ポンプ場 1993 H5 27

北潟ポンプ場 2001 H13 19

名称
供用開始(年)

経過年数
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(2) 管路施設 

 1) 現状 

本事業では、幹線管渠約 74km が布設されており、整備は完了している。また、平成２７年度に

策定した「九頭竜川流域下水道事業 長寿命化計画」に基づきマンホール等の改築や耐震化を進める

とともに、管渠の修繕を行っている。令和２年度現在、経過年数が 30～39 年の割合は全体の

52.8％、経過年数が 40～50 年の割合は全体の 8.3％となっており、20 年後には６割超の管路施

設が経過年数 50 年を超える。 

 

図６ 整備延長の内訳 

 2) 課題 

管路施設の健全性の推移を図 7 に示す。管路の

耐用年数を 50 年と設定すると、その年数を超過す

る割合は、15 年後の令和 17 年度には約４割、20

年後の令和 22 年度には約 6 割まで拡大すること

から計画的な更新が必要となる。幹線管渠７４km

のうちの約６割の 46km を占める圧送管路は、近

年、汚水から発生する硫化水素により管が腐食し、

汚水が溢水する事故が相次いで発生しており、事故

の未然防止のため対策が急務である。また、現行の

耐震基準を満たしていない管路やマンホールも多

く存在し、更新や耐震補強工事による耐震対策を実

施する必要がある。  
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表 5 管路施設の耐震対策状況 

図 7 管路施設の健全性の推移 
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2-3．下水道の経営状況 

(1) 地方公営企業法の適用状況 

本事業は令和２年４月 1 日より法の一部（財務規定等）を適用した。 

 

(2) 収益的収支および資本的収支(令和 2 年度予算) 

＜収益的収支＞ 

図８のとおり、主な収入は維持管理負担金と現

金を伴わない長期前受金戻入である。また、主な支

出は維持管理費と減価償却費であり、令和２年度予

算では支出に対し収入が不足し、約１億５千万円の

純損益が発生している。 

 

 

 

  ＜資本的収支＞ 

図９のとおり、収入については、補助対象事業

の財源として国庫支出金・企業債・建設負担金、単

独事業については繰越金※と建設負担金で賄われ

ている。また、企業債償還金については他会計出資

金（一般会計繰入金）と繰越金を財源としている。

支出に関しては建設改良費が約９億円と企業債償

還金が約３億円である。 

 

※ 繰越金：収入（維持管理負担金）から支出（維持管理費＋企業債償還金（他会計出資金を除く部分））

を差し引いた金額の累積。下水道施設の大規模修繕、収支差額の補填、突発的な事故や災害対応に対する

備えとして維持してきたもの。地方公営企業法を適用した令和２年度からは、事業の運転資金としても

使用。令和元年度末の繰越金残高は約１０億円。 

  

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

収益（収入) 費用（支出）

維持管理負担金

867.4

長期前受金戻入

1,655.9

その他 45.2

維持管理費

929.0

原価償却費

1,735.7

その他 48.5

収益（収入）

2,620.0百万円
費用（支出）

2,713,3百万

不足 144.7

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

資本的収入 資本的支出

建設改良費

（公共）

936.0

建設改良費(県単)1.5

国庫支出金

567.0

建設負担金

168.0

繰越金 51.5

資本的支出

1,206.3百万円

資本的収入

1,154.7百万円

企業債償還金

268.8

企業債借入

201.0

建設負担金(県単)0.8

出資金

（企業債償還元金分）

218.0

図８ 収益的収支（令和２年度予算） 

図９ 資本的収支（令和２年度予算） 

収益的収入 収益的支出 

資本的収入 資本的支出 

減価償却費 
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 (3) 企業債残高と償還元金の推移 

企業債残高と償還元金の推移を図 10 に示す。近年借入額は大きく変わらず、企業債残高および償

還元金とも減少傾向である。 

 

図 10 企業債残高と償還元金の推移 

 

(4) 流入汚水量、維持管理負担金および維持管理負担金単価の推移 

九頭竜川流域下水道は、流入汚水量に維持管理負担金単価※１を乗じた金額を、福井市・あわら市・

坂井市（以下「関連市」という。）より、維持管理負担金として収受している。その推移を図 11 に

示す。 

流入汚水量は、下水道整備面積の増加による使用水量増や、整備済区域内の人口減少や節水機器

の普及による使用水量減等の要素によって変動する。近年は、平成２９、３０年度を除き概ね横ば

い傾向である。 

維持管理負担金は、将来の処理場流入汚水量予測や今後の改築需要、維持管理需要に基づき設定

する維持管理負担金単価に、流入汚水量を乗じて算出される。累積された繰越金が約１０億円に達

したことや技術革新による処理費の削減により、平成２５年に維持管理負担金単価は５８円/㎥から

５２円/㎥に下げられ、近年は９億円程度の収入がある一方、消費税増税や施設の老朽化、物価の上

昇等の社会情勢の変化により支出が収入を上回っている。なお、令和元年度決算ベースでの経費回
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収率（下水道使用料収入※２÷汚水処理費）は約９３％である。 

 

※１ 維持管理負担金単価：「次期３か年の維持管理費＋企業債償還金(他会計出資金分除く)の見込額」

を「次期３か年の流入汚水見込量」で割り返した値を元に決定。原則３年ごとに見直し。 

 現在の単価５２円/㎥（税込）は 維持管理分 ４８円/㎥ と 企業債償還金(他会計出資金分除く)

（今後は資本費分という）４円/㎥ からなっている。 

※２ 流域下水道では利用者より下水道使用料を徴収していないため、本戦略では関連市からの維持管

理負担金による収入を下水道使用料収入と読み替える。 

 

 

図 11 維持管理費、維持管理負担金、維持管理負担金単価、流入汚水量の推移 

 

(5) 経営の課題 

近年は、支出が収入を上回る状態が続いており、財源不足を繰越金で補填している。収支バラン

スのとれた健全経営を目指すため、将来の処理場流入汚水量予測や今後の改築需要、維持管理需要

を適切に判断し、コスト縮減や維持管理負担金単価の見直し等、さらなる取り組みが必要である。 
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第３章 基本方針 

3-１． 基本方針 

九頭竜川流域下水道は、下水道本来の役割である｢公衆衛生の向上｣や｢公共用水域の水質保全｣を

将来にわたり維持していくことを目的として運営されている。 

加えて、平成２３年３月に発生した東日本大震災では下水道施設が未曽有の被害を受けたほか、

近年、全国各地で頻発する豪雨災害で下水道施設の浸水被害が発生している現状を踏まえ、九頭竜

川流域下水道においても自然災害に対して万全の備えを期す必要がある。 

今後、多くの下水道施設において耐用年数を超過し、老朽化に伴う事故の発生や機能停止のリス

クが高まる懸念や、人口減少に伴う使用料収入の減少に対し、計画的な維持管理や経営によりその

役割を維持する必要がある。 

このような現状を鑑み、本戦略では“安定した下水道サービスの提供”、“適切なマネジメント”、

“経営の健全化”の３つの柱を基本方針として設定し、事業経営の強化・改善を図っていく。 

（１）安定した下水道サービスの提供 

下水道施設の適切な運転管理を図るとともに、下水道施設の「防災」と「減災」を組み合わせた

総合的な災害対策を推進し、自然災害が発生した場合においても下水道の有すべき機能を維持する

ことで、安定した下水道サービスの提供を目指す。 

 

（2）適切なマネジメント 

今後、膨大な量の下水道施設が老朽化していく中、施設の点検・調査および修繕・改築を計画的・

効率的に行うことにより、下水道施設のライフサイクルコストの低減を目指す。 

また、国庫補助事業の積極的な活用や、事業費の平準化と適切な執行体制の確保、広域化・共同

化の取り組み促進等による事業の効率化を目指す。 

 

（3）経営の健全化 

今後も重要なインフラ施設として持続していくために、財源（補助金、企業債、市負担金等）を

適切に確保し、収支バランスに基づく健全経営を目指す。  
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第４章 主要な施策と取り組み 

4-1. 安定した下水道サービスの提供 

２４時間・３６５日、いかなる状況下においても常に安定した下水道サービスを提供するには、

日常点検等により各施設を良好な状態で維持するとともに、地震や水害等の自然災害にも万全の備

えを期す必要がある。そのため、以下に示す施設の地震対策や浸水対策等を実施する。 

(1) 地震対策 

➢ 耐震性能を有していない処理場等の施設に対し、老朽化に伴う更新と合わせて効率的に耐震化

を推進していく。 

➢ 耐震性能を有していない管路に対し、順次耐震化に着手し、令和１２年度までに緊急輸送道路

下である金津幹線の耐震化完了を目指す。 

 

(2) 施設浸水対策 

➢ 近年頻発する豪雨災害に対応すべく、中高頻度の確率（1/30～1/80 程度）で発生する河川

氾濫等により浸水するおそれのある施設（兵庫川ポンプ場、河原井手マンホールポンプ）に対

し、令和６年度までに耐水化完了を目指す。 

 

(3) 危機管理体制の強化 

➢ 地震等の災害や事故等により下水道施設が被災した場合にも、下水道の機能を維持できるよう、

業務継続計画（BCP）や緊急対応マニュアル等の理解を深めるとともに、これらの作成・更新

を行う。また、これらに基づく防災訓練等を通じて関係者の理解を深めるとともに、継続的に

内容を見直し充実化を図ることで、危機管理体制の強化を図る。 

➢ 被災時に県内外の自治体や関係団体等から円滑に支援が得られるよう、支援協定の継続、合同

訓練の実施、受援体制の整備等、連携の強化を図る。 
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4-2. 適切なマネジメント 

九頭竜川流域下水道では、多くの施設が老朽化による更新時期を迎えており、施設更新に多くの

建設投資が必要となる。そのため、以下の取り組みを実施し、下水道施設のライフサイクルコスト

の低減を目指す。 

(1) 九頭竜川流域下水道事業ストックマネジメント計画の策定 

➢ 膨大な下水道施設の状況を把握・評価し、中長期的な施設の状態を予測したうえで、予算の平

準化や施設の長寿命化等によるライフサイクルコストの最適化等、下水道施設を計画的かつ効

率的に管理するための「九頭竜川流域下水道事業ストックマネジメント計画」（以下、ストッ

クマネジメント計画という）を策定する（令和２年度策定）。 

➢ 計画期間は５年を原則とし、施設の状態や事業の執行状況、社会情勢等を鑑み、必要に応じ見

直しを行うとともに、次期計画にも反映する。 

 

(2) ストックマネジメント計画に基づく点検・調査および修繕・改築の実施 

➢ ストックマネジメント計画に基づく日常点検や詳細調査により、異状等の早期発見に努め、計

画期間内に機能が発揮できなくなり施設の運転に支障をきたす設備については適宜修繕・改築

を行い、予防保全を強化するとともに、運転に大きな支障を及ぼさない設備は事後保全とする

等、戦略的な維持管理により施設の延命化とコスト縮減を図る。 

➢ 設備の改築においては新技術の活用等も含めライフサイクルコストの検討を行い、省エネルギ

ー効果のある設備を導入する等、維持管理費の削減を図る。 

 

 (3) 国庫補助事業の活用 

➢ ストックマネジメント計画に基づく計画的な点検・調査や老朽化した施設の改築等を交付金事

業で行う等、国の支援制度を積極的に活用することで、維持管理費の節減を図る。 

 

(4) 広域化・共同化 

➢ 維持管理業務の共同化や水質調査の共同発注等、各自治体の下水道事業と共同で取り組むこと

でスケールメリットを活かしたコスト縮減や作業の効率化等を図り、維持管理費の削減を図る。 



14 

 

 

(5) 執行体制の確保 

➢ 職員が専門技術を習得・継承できるよう専門研修への参加を推奨し、また、他自治体と連携し

て職員研修を開催すること等により、技術の研鑽や人脈の形成を図る。 

➢ 業務量の増加等の理由により技術職員が不足する場合には、地方共同法人日本下水道事業団へ

業務支援を依頼することも検討する等、適切な執行体制の確保に努める。 
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4-3. 経営の健全化 

適正な収支による安定的な経営と関連市の負担の軽減を図るため、関連市と協力し、適切な単価

設定による収入や、下水道の接続促進、下水道資源の活用等を図ることで収益を確保するとともに、

費用節減に取り組む。 

(1)収入の確保 

➢ 経営状況の把握や処理原価費用の算定により、適切な維持管理負担金単価を設定する。 

➢ 経営の健全化を図るべく、本戦略の対象期間中に経費回収率１００％以上を目指す。 

➢ 下水道に関する見学会、出前講座、ＰＲイベント等広報活動を通じて、住民に下水道の役割や

必要性を認識してもらい、下水道への接続促進による収益の向上を図る。 

 

(2) 下水道資源の活用 

➢ 汚泥の消化過程で発生するガスを活用した消化ガス発電による動力費の削減に継続して取り

組む。 

➢ 汚泥の適正処理と合わせ、たい肥やセメント原料として再資源化し、資源の有効利用を推進す

るとともに、その他未利用の下水道資源（下水熱、処理水、将来施設整備予定の遊休地）の有

効活用について、国や他自治体の先進事例や民間の技術開発の情報収集を行い、新たな収入源

の可能性の検討を進める。 

 

(3) 費用の節減 

➢ 水質および汚泥処理の適正な管理を行うとともに、省エネや薬品使用量の抑制に努める等効率

的な設備の運転を図る。 

➢ 施設の状態を把握し、計画的な修繕や消耗品の交換を行うことで、施設の効率的な機能維持を

図る。 

➢ 不明水について関連市と連携して対応の検討を進める。 

➢ 大規模施設の改築にあたっては、PPP/PFI 手法（PFI、DBO、DB 等）による民間活力の導入

を検討する。  
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第５章 投資・財政計画（収支見込） 

5-1. 建設投資計画 

九頭竜川流域下水道では処理場・ポンプ場・管路の整備が完了しており、施設の改築・更新事業

を中心に、耐震化・耐水化事業を並行して行う。 

 

(1) 処理場・ポンプ場の改築・更新 

膨大な下水道施設を適切に改築・更新するため、各施設のリスク評価を行い、リスクが高いと判

断される施設（図 12 に示すリスク 20～25）から優先的に調査・評価し、機能が発揮できなくな

るおそれがある施設について改築・更新する。 

＜リスク評価＞ 

リスク評価は不具合の「発生確率」と不具合による「被害規模」をそれぞれランク化し「リスクマトリクス」（下図）で評価す

る。発生確率のランク付けは、施設毎の目標耐用年数超過率（経過年数÷目標耐用年数）でスコア化する。また被害規模のランク

付けは、処理機能面や能力面、コスト面で総合的に影響度をスコア化する。 

 

（出典）九頭竜川流域下水道事業ストックマネジメント計画より 

図 12 リスク評価について 

(2) 管路の改築・更新 

圧送管について、腐食のおそれがある箇所を３年程度で調査を実施し、対応が必要な劣化が確認

された箇所は本戦略の対象期間内にすべて修繕・更新を完了させる。 
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(3) 施設の耐震化 

処理場・ポンプ場は耐震基準が変更された

平成 10 年以前に構築されたものが多く、耐

震化が図られていない施設が多い。効率的に

耐震化を進めるため、処理場・ポンプ場は設

備の改築と同時期に耐震化を実施する。 

 

(4) 施設の耐水化 

中高頻度（1/30～1/80 程度）の確率で

発生する河川の氾濫で被害を受けるおそれ

がある「兵庫川ポンプ場」と「河原井出マン

ホールポンプ」は令和６年度までに耐水化完

了を目指す。 

 

(5) 建設における年間投資額の設定 

上記の取り組みに基づき、改築・更新事業および耐震化・耐水化事業における投資をとりまとめ、

今後１０年間の投資額を平準化した結果を表 6 に示す。建設投資は年間で約 10 億円を要する。 

 

表６ 建設における年間投資額 

種別 費用（百万円） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 計 

耐震化 231 362 248 50 244 244 244 244 244 244 2,355 

改築 687 800 835 936 828 832 833 827 824 824 8,226 

耐水化 0 0 11 40 0 0 0 0 0 0 51 

計 918 1,162 1,094 1,026 1,072 1,076 1,077 1,071 1,068 1,068 10,632 

 

  

：耐震済・不要 

：要耐震 

：未診断 

図 13 処理場の耐震化状況 
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5-2. 維持管理費の予測 

(1) 維持管理費の予測 

維持管理費は処理場の費用が大部分を占めており、当該費用は一般的に流入汚水量に応じて変動

する。ただし九頭竜川流域下水道では図 14 のとおり、今後関連市の人口減少等により流入汚水量

が微減となるものの、維持管理費は概ね横ばいと予測される。維持管理費は本戦略の対象期間 10

年間で年間約 9.5 億円となる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

5-3. 建設投資に対する財源 

(1) 建設改良費に対する財源 

建設改良費に対する財源は、国庫補助金・企業債・関連

市負担金である。その比率は図 15 のとおりである。また

表７に建設改良費に対する財源の将来予測を示す。 

(2) 企業債償還金に対する財源 

図 15 のとおり、企業債償還金の内、一定部分は交付税

措置がある。この交付税措置分を一般会計から繰り入れを

行い、企業債償還金に充てる。交付税措置外の部分は、維

持管理負担金の内、資本費分を充てている。 

 

 

項目 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

公共事業 918 1,162 1,094 1,026 1,072 1,076 1,077 1,071 1,068 1,068 

国費 540 682 648 584 630 632 633 629 628 628 

企業債 189 240 223 221 221 222 222 221 220 220 

建設負担金 189 240 223 221 221 222 222 221 220 220 

県負担

16.6/100

終末処理場

【国費率2/3】

管きょ等

【国費率1/2】

2/3

6/30

4/30

国

国

下水道債

(44%)

臨時措置分

(100%)

市町

建設負担金

1/2

30/100

4/30

下水道債

(44%)

臨時措置分

(100%)

市町

建設負担金

市町負担

16.6/100

県負担

25/100

県負担

25/100

：市町村建設負担金分 ：元利償還金交付税措置分

：市町資本費分

 (※)事務費は除く 

図 15 建設改良費に対する財源割合 

表 7 建設改良費に対する財源割合の将来予測（単位：百万円） 

図 14 流入汚水量と維持管理費の予測 
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5-4. 維持管理費に対する財源 

維持管理費に対する財源は、関連市からの流入汚水量に応じた維持管理負担金であり、処理場へ

の流入汚水量は維持管理費に係る収入、支出に大きく影響する。そのため、流入汚水量の予測が重

要となる。 

(1) 処理場流入汚水量の予測 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」を基に、表

８および図 16 のとおり流入汚水量の予測を行った。今後は関連市の人口減少に伴い、流入汚水量

が減少することが予測される。 

 

表 8 処理場流入汚水量の実績と予測 

 

 

 

図 16 処理場流入汚水量の実績と予測 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

福井市 ① 2,550,211 2,711,442 3,081,369 2,887,449 2,810,832 2,957,000 2,958,254 2,963,697 2,969,764 2,980,744

あわら市 ② 4,244,050 4,347,538 4,566,014 4,591,354 4,484,868 4,444,308 4,403,149 4,368,353 4,334,788 4,308,332

坂井市 ③ 10,085,346 9,706,547 10,383,331 10,144,594 9,636,040 10,031,569 9,925,409 9,839,137 9,756,777 9,697,036

３市計 ④=①+②+③ 16,879,607 16,765,527 18,030,714 17,623,397 16,931,740 17,432,877 17,286,812 17,171,187 17,061,329 16,986,112

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R17 R22 R27

福井市 ① 2,981,807 2,991,090 2,999,455 3,013,683 3,017,705 3,026,815 3,009,149 2,940,685 2,868,438

あわら市 ② 4,267,954 4,233,602 4,198,298 4,170,691 4,130,027 4,096,100 3,921,730 3,745,302 3,571,975

坂井市 ③ 9,592,769 9,511,121 9,426,216 9,366,657 9,264,272 9,184,651 8,811,798 8,413,780 8,010,001

３市計 ④=①+②+③ 16,842,530 16,735,813 16,623,969 16,551,031 16,412,004 16,307,566 15,742,677 15,099,767 14,450,414

関連市

関連市
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(2) 維持管理費に対する財源 

近年、消費税の増税や施設の老朽化、物価の上昇等により維持管理費が増加したが、コスト縮減

努力や繰越金の活用等により、平成２５年度より維持管理負担金単価を据え置き、関連市の負担軽

減を図ってきた。 

今後、人口減少により流入汚水量が減少し、現在の維持管理負担金単価では維持管理負担金（収

入）も減少する一方、維持管理費（支出）は横ばいで推移し、支出が収入を上回る傾向が続くと見

込まれる。 

表 9 維持管理費の収支予測（現行単価（48 円/㎥：維持管理分）の場合） 

 

 

図 17 維持管理費の収支予測（現行単価（48 円/㎥：維持管理分）の場合） 
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5-5. 投資・財政計画の策定 

（１）投資と財源の見通し 

本事業における投資と財源の状況や、収益と費用の見込みを踏まえ、対象期間（令和３年度～１

２年度）の投資・財政計画を表 10（27 ページ）のとおり試算した。建設投資に対する財源は、国

庫補助金・企業債および関連市からの建設負担金で毎年度過不足なく賄われる見通しである。一方、

維持管理については、財源となる維持管理負担金が減少し、維持管理費等の支出が増加するため、

毎年度の収支が純損失（赤字）となる見通しである。赤字分は繰越金で補填できるものの、現在の

維持管理負担金単価による収入では令和９年度に繰越金が枯渇し、収入のみに依存する事業運営と

なることが想定される。将来的に収支バランスが取れるよう、コスト縮減や維持管理負担金単価の

改定等のさらなる取り組みが必要である。 
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図 18 維持管理費・維持管理負担金・繰越金・流入汚水量の推移と見込み 

人口減による流入汚水量の減 等 

老朽化による修繕費の増 

H23 東日本大震災後の労務費、資材費等の高騰 
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（２）コスト縮減・収益向上の取り組み推進 

本事業では、これまでも省エネ機器の導入や運営管理の効率化等により維持管理コストの縮減を

してきた。今後も、これらの取り組みを一層推し進めるとともに、維持管理業務の広域化・共同化

への取り組み、省エネ診断等による運転経費の節減等の更なるコスト縮減方策および処理水や遊休

地等未利用の下水道資源の有効活用による新たな収入源の可能性に関する検討等を行い、維持管理

負担金をできる限り抑える取り組みを進めていく。 

■これまでの取り組み例 

 

■今後の更なる取り組み例（案） 

 

  

項　　目 内　　容

汚泥脱水機を高効率化し汚泥処分費削減

超微細気泡散気装置に更新し電力料削減

管理棟の照明LED化による電力料削減

再生可能エネルギー・未利用エネル
ギーの活用

消化ガス発電設備導入による自家発電で電力料削減

設備洗浄水に井戸水を利用し水道使用料削減

消化ガス発電設備の運転最適化

国の補助金制度等を活用 長寿命化計画に基づく施設の延命化や適切な時期の改築更新

運転管理の工夫・効率化

省エネ機器の導入

項　　目 内　　容

省エネ機器の導入 汚泥消化タンク撹拌機をインペラ式撹拌機に更新し電力料削減

省エネ診断による運用改善や投資改善

状態監視（振動計測）による機器修繕周期の延伸検討

ストックマネジメント計画に基づく点検・調査に交付金を活用

ストックマネジメント計画に基づく圧送管の改築

再生可能エネルギー・未利用エネル
ギーの活用

太陽光発電による電気料削減、処理水を再利用し水道使用量
削減、民間企業による下水熱利用などの利活用を検討

新たな収入源の確保
グリーン電力証書制度（消化ガス発電による環境価値（CO2排出
抑制等）の企業への売却）の活用

維持管理業務の広域化・共同化 水質調査業務の関連市との共同発注による諸経費削減

運転管理の工夫・効率化

国の補助金制度等を活用

表 11 コスト縮減等の取り組み 
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コスト縮減に向けた今後の更なる取り組み例 

 

業務発注
の改善 

太陽光発電設備の設置や、下水水

温と大気温の差（温度差エネルギ

ー）を冷暖房や給湯に活用する仕

組みの導入等により、環境に優し

く、コスト縮減や新たな収入も期

待されます。 

 

これまで各自治体が個別に発注

していた下水の水質調査などの

業務を複数の自治体が共同で発

注することで、職員の入札事務

作業の負担を減らし、諸経費等

のコストが抑えられます。 

a 社 Ａ市 

Ｂ市 

Ｃ町 

発注 

発注 

発注 

c 社 

b 社 

Ａ市 

Ｂ市 

Ｃ町 

共同発注 

d 社 

（出典）大阪府ＨＰ 【太陽光発電】 

【下水熱利用】 

（出典）国交省ＨＰ 

 

老朽化した汚泥消化タンク

撹拌機を更新する際に、こ

れまでのガス攪拌方式から

インペラ式攪拌機に変更す

ることで、電力料金やメン

テナンス費用が大きく削減

されます。 

2
5
A

既設の消化タンク攪拌機形式

①汚泥消化タンク

攪拌機

E
X
P
.
J

100A SGP-VA 雑用水管

φ 200 DCIP 消化汚泥引抜管

φ 200 DCIP １次消化汚泥移送管

φ 150 DCIP 濃縮汚泥移送管消化された汚泥を

引き抜く

濃縮汚泥を投入

インペラを回転させ

汚泥を攪拌する

改築後の消化タンク攪拌機形式

改築

汚泥の中に

ガスを吹き込み

槽内を攪拌する

消化された汚泥を

引き抜く

濃縮汚泥を投入

ブロワー

発生した消化ガス

自治体間の協力による業務の共同発注 

インペラ式汚泥消化タンク撹拌機 

再生可能エネルギーや未利用エネルギーの活用 
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（３）繰越金の確保 

事業運営にあたり、繰越金は収入と支出のタイムラグを埋める運転資金としても必要となる。仮

に、期首における繰越金の保有額を表 12 に示す３つのケースで設定し比較した場合、５億円程度

を維持した運営を行えば、銀行等からの運転資金の借入や単価の大幅な値上げを抑えつつ、バラン

スの良い運営を行えることが想定される。このため、事業運営においては一定程度の繰越金の維持

を考慮するものとする。 

 

 

 

  

 

ケース 繰越金 評価 評価 総合評価

△3 ０円
多額の借入が発生し、市が負担する
利子も多くなる。(約５百万円/年）

△

維持管理費や多額の利子返済のた
め、繰越金枯渇後は大幅な値上げが
発生する。

△

△ 〇

2 ５億円
借入が発生するが少額であり、市が
負担する利子も少ない。(約１百万
円/年)

〇

余裕期間を見ながら値上げができ、
利子も少ないため、将来的な負担が
抑えられる。

〇 ◎

金融機関からの借入 単価の値上げ

1 10億円
借入なく事業実施できる。

◎
繰越金維持のため、次回改定時（R4)
より大幅な値上げが発生する。

【ケース２】借入が発生するが一時的か

つ少額。→発生する利子も少額。 

工事の前払い金や維持管理費等の支出は

年度当初より発生 

交付金や関連市からの負担金等の収入は

工事完了後である年度後半～年度末に多

くなると想定 

（注）上図はシミュレーションの一例であり、実際は、特に建設工事の内容等により支出や収入の時期や金額が毎年変化する。 

表 12 期首における繰越金保有額の違いによる比較 

図 19 期中の収支と繰越金の推移（運転資金借入イメージ図） 

期首の繰越金をゼロとして年間の収支バランスを図ると、２月から３月にかけて最大で１０億円程度の借入が
生じることが想定される。 

【ケース３】ほぼ年間通じ借入が必要か

つ多額→発生する利子も多い。 

【ケース１】借入は発生しない 
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（４）今後の取り組みの方向性 

健全な事業経営による安定した下水道サービスを持続して提供するため、以下の方向性で取り組

むものとする。 

 

・一層のコスト縮減や収益向上に取り組むとともに、維持管理負担金単価を適切に設定することで、

一定程度の繰越金を維持しながら収支を均衡させる運営を目指す。 
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作成

（次期戦略）

現在の単価（５２円）では令

和９年には繰越金が枯渇

コスト縮減を図りながら、段階的に

収支バランスの取れた単価に見直し

単価

見直し

検討
・協議

検討
・協議

改定 改定 検討
・協議

改定 検討
・協議

反映 反映 反映

コスト

縮減等

（案）

省エネ機器

の導入

反映

維持管理業

務の共同化

運転管理

の工夫

省エネ診断 設備運転方法の効率化など運用改善の取り組み

省エネ機器への更新など投資改善の取り組み

汚泥消化タンク撹拌機更新

振動計測による機器修繕周期の延伸検討 （順次、修繕に反映）

反映

水質調査業務共同発注に向けた関係者協議・合意 共同発注

その他、管路点検調査の共同発注等、スケールメリットを活かした取組の検討、関係者協議

図 20 今後の取り組みの方向性（ロードマップ） 
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参考として、５億円前後の繰越金を維持しつつ、本戦略の対象期間中に収支バランスが取れるよう、

仮に段階的（令和４、７、１０年度）に単価を見直したと仮定した場合のシミュレーション（試算）結

果を表 13、表 14 に示す。 

なお、単価は概ね３年ごとに見直す予定であるが、単価の設定に当たっては、見直し時点での経営状

況はもとより社会情勢等も考慮し、別途、県と関連市で協議する。 
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水
量

×
負

担
金

単
価

）
千

円
8
1
7
,
1
9
5

8
1
1
,
7
2
9

8
0
6
,
5
3
6

8
0
2
,
9
8
0

7
9
6
,
1
9
2

7
9
1
,
1
4
8

7
8
5
,
8
6
0

7
8
2
,
4
1
2

7
7
5
,
8
4
0

7
7
0
,
9
0
3

千
円

8
1
7
,
1
9
5

8
1
1
,
7
2
9

8
0
6
,
5
3
6

8
0
2
,
9
8
0

7
9
6
,
1
9
2

7
9
1
,
1
4
8

7
8
5
,
8
6
0

7
8
2
,
4
1
2

7
7
5
,
8
4
0

7
7
0
,
9
0
3

千
円

3
0
,
5
3
3

2
7
,
4
4
7

2
4
,
9
1
1

2
3
,
2
5
5

2
1
,
8
3
5

2
0
,
6
6
6

1
9
,
6
2
6

1
8
,
7
3
3

1
8
,
0
9
0

1
8
,
5
0
2

そ
の

他
補

助
金

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

千
円

3
0
,
5
3
3

2
7
,
4
4
7

2
4
,
9
1
1

2
3
,
2
5
5

2
1
,
8
3
5

2
0
,
6
6
6

1
9
,
6
2
6

1
8
,
7
3
3

1
8
,
0
9
0

1
8
,
5
0
2

千
円

1
,
6
8
2
,
7
2
6

1
,
5
4
8
,
3
0
6

1
,
4
9
6
,
2
5
8

1
,
4
5
5
,
6
2
8

1
,
3
8
8
,
7
2
7

1
,
3
4
2
,
6
2
2

1
,
2
9
0
,
6
3
9

1
,
2
2
1
,
8
6
3

1
,
1
6
0
,
0
7
8

1
,
0
9
5
,
2
9
4

(
3
)
そ

の
他

（
電

柱
使

用
料

な
ど

）
千

円
2
7
3

2
7
3

2
7
3

2
7
3

2
7
3

2
7
3

2
7
3

2
7
3

2
7
3

2
7
4

千
円

1
,
7
1
3
,
5
3
2

1
,
5
7
6
,
0
2
6

1
,
5
2
1
,
4
4
2

1
,
4
7
9
,
1
5
6

1
,
4
1
0
,
8
3
5

1
,
3
6
3
,
5
6
1

1
,
3
1
0
,
5
3
8

1
,
2
4
0
,
8
6
9

1
,
1
7
8
,
4
4
1

1
,
1
1
4
,
0
7
0

千
円

2
,
5
3
0
,
7
2
7

2
,
3
8
7
,
7
5
5

2
,
3
2
7
,
9
7
8

2
,
2
8
2
,
1
3
6

2
,
2
0
7
,
0
2
7

2
,
1
5
4
,
7
0
9

2
,
0
9
6
,
3
9
8

2
,
0
2
3
,
2
8
1

1
,
9
5
4
,
2
8
1

1
,
8
8
4
,
9
7
3

(
1
)
委

託
費

千
円

8
6
0
,
7
6
0

8
8
7
,
9
4
5

8
8
5
,
2
0
1

8
8
5
,
6
5
0

8
8
1
,
3
4
5

8
8
1
,
0
6
3

8
7
6
,
3
3
8

8
7
8
,
5
2
5

8
7
5
,
0
9
8

8
6
5
,
7
2
7

(
2
)
保

険
料

千
円

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

千
円

1
,
7
6
3
,
7
2
2

1
,
6
2
2
,
5
9
6

1
,
5
6
8
,
1
2
3

1
,
5
2
4
,
2
3
6

1
,
4
5
4
,
4
8
7

1
,
4
0
6
,
4
6
1

1
,
3
5
2
,
2
4
6

1
,
2
8
0
,
4
6
5

1
,
2
1
6
,
0
6
8

1
,
1
4
8
,
4
5
5

千
円

2
,
6
2
4
,
7
8
5

2
,
5
1
0
,
8
4
4

2
,
4
5
3
,
6
2
7

2
,
4
1
0
,
1
8
9

2
,
3
3
6
,
1
3
5

2
,
2
8
7
,
8
2
7

2
,
2
2
8
,
8
8
7

2
,
1
5
9
,
2
9
3

2
,
0
9
1
,
4
6
9

2
,
0
1
4
,
4
8
5

(
1
)
支

払
利

息
【

起
債

利
息

】
千

円
3
8
,
9
7
5

3
5
,
6
5
4

3
3
,
3
5
4

3
1
,
7
1
2

3
0
,
2
2
2

2
8
,
9
3
3

2
7
,
7
3
2

2
6
,
6
2
1

2
5
,
7
8
6

2
5
,
1
3
0

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

千
円

3
8
,
9
7
5

3
5
,
6
5
4

3
3
,
3
5
4

3
1
,
7
1
2

3
0
,
2
2
2

2
8
,
9
3
3

2
7
,
7
3
2

2
6
,
6
2
1

2
5
,
7
8
6

2
5
,
1
3
0

千
円

2
,
6
6
3
,
7
6
0

2
,
5
4
6
,
4
9
8

2
,
4
8
6
,
9
8
1

2
,
4
4
1
,
9
0
1

2
,
3
6
6
,
3
5
7

2
,
3
1
6
,
7
6
0

2
,
2
5
6
,
6
1
9

2
,
1
8
5
,
9
1
4

2
,
1
1
7
,
2
5
5

2
,
0
3
9
,
6
1
5

千
円

-
1
3
3
,
0
3
3

-
1
5
8
,
7
4
3

-
1
5
9
,
0
0
3

-
1
5
9
,
7
6
5

-
1
5
9
,
3
3
0

-
1
6
2
,
0
5
1

-
1
6
0
,
2
2
1

-
1
6
2
,
6
3
3

-
1
6
2
,
9
7
4

-
1
5
4
,
6
4
2

千
円

2
2
2
,
0
0
0

2
7
9
,
0
0
0

2
6
0
,
0
0
0

2
5
7
,
0
0
0

2
5
8
,
0
0
0

2
5
9
,
0
0
0

2
5
9
,
0
0
0

2
5
7
,
0
0
0

2
5
7
,
0
0
0

2
5
7
,
0
0
0

2
.
他

会
計

出
資

金
【

一
般

会
計

繰
入

金
　

企
業

債
償

還
金

の
元

金
分

】
千

円
2
2
8
,
5
3
6

2
3
2
,
5
1
5

2
2
2
,
0
6
3

2
2
1
,
8
8
4

2
2
6
,
6
7
8

2
6
0
,
5
9
6

2
7
9
,
2
4
2

2
2
3
,
3
1
4

2
1
1
,
7
4
6

1
8
9
,
1
9
3

3
.
他

会
計

補
助

金
千

円
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

千
円

5
4
0
,
0
0
0

6
8
1
,
9
2
5

6
4
8
,
4
8
5

5
8
3
,
9
3
2

6
3
0
,
4
2
2

6
3
1
,
8
1
2

6
3
2
,
5
4
2

6
2
9
,
3
7
2

6
2
8
,
1
9
2

6
2
8
,
1
9
2

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

公
共

千
円

1
8
9
,
0
0
0

2
4
0
,
4
6
3

2
2
2
,
7
4
3

2
2
0
,
8
0
0

2
2
1
,
2
7
8

2
2
1
,
9
7
3

2
2
2
,
3
3
8

2
2
0
,
7
5
3

2
2
0
,
1
6
3

2
2
0
,
1
6
3

県
単

千
円

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

7
5
0

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0

千
円

1
,
1
8
0
,
2
8
6

1
,
4
3
4
,
6
5
3

1
,
3
5
4
,
0
4
1

1
,
2
8
4
,
3
6
6

1
,
3
3
7
,
1
2
8

1
,
3
7
4
,
1
3
1

1
,
3
9
3
,
8
7
2

1
,
3
3
1
,
1
8
9

1
,
3
1
7
,
8
5
1

1
,
2
9
5
,
2
9
8

千
円

2
6
,
3
0
2

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

2
7
,
3
8
0

(
2
)
建

設
工

事
費

等
【

公
共

】
千

円
9
2
4
,
6
9
8

1
,
1
7
3
,
9
7
7

1
,
1
0
3
,
7
1
9

1
,
0
3
3
,
9
1
1

1
,
0
8
2
,
3
0
8

1
,
0
8
5
,
1
4
3

1
,
0
8
6
,
6
3
2

1
,
0
8
0
,
1
6
6

1
,
0
7
7
,
7
5
8

1
,
0
7
7
,
7
5
8

(
2
)
建

設
工

事
費

等
【

県
単

】
千

円
1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

千
円

9
5
2
,
5
0
0

1
,
2
0
2
,
8
5
7

1
,
1
3
2
,
5
9
9

1
,
0
6
2
,
7
9
1

1
,
1
1
1
,
1
8
8

1
,
1
1
4
,
0
2
3

1
,
1
1
5
,
5
1
2

1
,
1
0
9
,
0
4
6

1
,
1
0
6
,
6
3
8

1
,
1
0
6
,
6
3
8

2
.
企

業
債

償
還

金
【

元
金

分
】

千
円

2
8
8
,
2
8
6

2
9
6
,
1
0
2

2
9
2
,
4
1
2

2
9
8
,
3
2
4

3
1
0
,
6
5
2

3
6
6
,
4
1
7

4
0
0
,
8
8
2

3
2
0
,
9
4
8

3
1
8
,
6
6
2

2
7
9
,
1
5
0

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

千
円

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

千
円

1
,
2
4
0
,
7
8
6

1
,
4
9
8
,
9
5
9

1
,
4
2
5
,
0
1
1

1
,
3
6
1
,
1
1
5

1
,
4
2
1
,
8
4
0

1
,
4
8
0
,
4
4
0

1
,
5
1
6
,
3
9
4

1
,
4
2
9
,
9
9
4

1
,
4
2
5
,
3
0
0

1
,
3
8
5
,
7
8
8

千
円

-
6
0
,
5
0
0

-
6
4
,
3
0
6

-
7
0
,
9
7
0

-
7
6
,
7
4
9

-
8
4
,
7
1
2

-
1
0
6
,
3
0
9

-
1
2
2
,
5
2
2

-
9
8
,
8
0
5

-
1
0
7
,
4
4
9

-
9
0
,
4
9
0

千
円

6
0
9
,
2
8
4

4
1
5
,
7
5
1

1
9
2
,
7
0
2

-
3
7
,
2
7
1

-
2
7
3
,
7
8
5

-
5
1
7
,
8
2
7

-
7
8
6
,
1
8
7

-
1
,
0
6
8
,
9
3
0

-
1
,
3
3
0
,
3
6
8

-
1
,
6
0
0
,
7
9
1

千
円

-
1
9
3
,
5
3
3

-
2
2
3
,
0
4
9

-
2
2
9
,
9
7
3

-
2
3
6
,
5
1
4

-
2
4
4
,
0
4
2

-
2
6
8
,
3
6
0

-
2
8
2
,
7
4
3

-
2
6
1
,
4
3
8

-
2
7
0
,
4
2
3

-
2
4
5
,
1
3
2

千
円

4
1
5
,
7
5
1

1
9
2
,
7
0
2

-
3
7
,
2
7
1

-
2
7
3
,
7
8
5

-
5
1
7
,
8
2
7

-
7
8
6
,
1
8
7

-
1
,
0
6
8
,
9
3
0

-
1
,
3
3
0
,
3
6
8

-
1
,
6
0
0
,
7
9
1

-
1
,
8
4
5
,
9
2
3

補
填

財
源

考
慮

資
金

残
高

（
年

度
始

め
）

千
円

9
4
7
,
0
2
2

8
4
3
,
2
4
0

7
0
5
,
8
2
8

5
5
8
,
0
7
6

4
0
0
,
7
6
2

2
3
2
,
8
4
1

3
8
,
7
1
9

-
1
7
1
,
9
9
8

-
3
6
4
,
5
0
2

-
5
6
8
,
6
3
6

年
度

収
支

千
円

-
1
9
3
,
5
3
3

-
2
2
3
,
0
4
9

-
2
2
9
,
9
7
3

-
2
3
6
,
5
1
4

-
2
4
4
,
0
4
2

-
2
6
8
,
3
6
0

-
2
8
2
,
7
4
3

-
2
6
1
,
4
3
8

-
2
7
0
,
4
2
3

-
2
4
5
,
1
3
2

補
填

財
源

１
（

※
）

（
減

価
償

却
費

－
長

期
前

受
金

戻
入

）
千

円
8
0
,
9
9
6

7
4
,
2
9
0

7
1
,
8
6
5

6
8
,
6
0
8

6
5
,
7
6
0

6
3
,
8
3
9

6
1
,
6
0
7

5
8
,
6
0
2

5
5
,
9
9
0

5
3
,
1
6
1

千
円

8
,
7
5
5

1
1
,
3
4
7

1
0
,
3
5
6

1
0
,
5
9
2

1
0
,
3
6
1

1
0
,
3
9
9

1
0
,
4
1
9

1
0
,
3
3
2

1
0
,
2
9
9

1
0
,
2
9
9

千
円

-
1
0
3
,
7
8
2

-
1
3
7
,
4
1
2

-
1
4
7
,
7
5
2

-
1
5
7
,
3
1
4

-
1
6
7
,
9
2
1

-
1
9
4
,
1
2
2

-
2
1
0
,
7
1
7

-
1
9
2
,
5
0
4

-
2
0
4
,
1
3
4

-
1
8
1
,
6
7
2

　
　

期
首

残
高

＋
年

度
収

支
＋

補
填

財
源

千
円

8
4
3
,
2
4
0

7
0
5
,
8
2
8

5
5
8
,
0
7
6

4
0
0
,
7
6
2

2
3
2
,
8
4
1

3
8
,
7
1
9

-
1
7
1
,
9
9
8

-
3
6
4
,
5
0
2

-
5
6
8
,
6
3
6

-
7
5
0
,
3
0
8

※
補

填
財

源
と

は
、

主
に

「
減

価
償

却
費

」
と

「
長

期
前

受
金

戻
入

」
の

差
に

よ
り

留
保

さ
れ

る
「

現
金

の
移

動
を

伴
わ

な
い

」
収

支
に

よ
て

内
部

に
残

る
資

金
（

内
部

留
保

資
金

）
で

あ
る

。

※
年

度
収

支
＋

補
填

財
源

１
＋

補
填

財
源

２
が

、
年

度
の

現
金

の
増

減
を

表
す

項
目

と
な

る
。

9
.
そ

の
他

資 本 的 支 出

1
.
建

設
改

良
費

補
填

財
源

２
（

※
）

（
消

費
税

資
本

収
支

調
整

額
）

収 益 的 収 支

収 益 的 収 入

1
.
営

業
収

益

(
1
)
料

金
収

入

他
会

計
補

助
金

【
一

般
会

計
繰

入
金

】
（

起
債

償
還

金
の

利
子

分
）

(
2
)
そ

の
他

(
2
)
受

託
工

事
収

益

(
3
)
そ

の
他

2
.
営

業
外

収
益

(
1
)
補

助
金

繰 越 金

5
.
そ

の
他

繰 越 金

資
金

残
高

(
年

度
始

め
）

年
度

収
支

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入

(
1
)
職

員
給

与
費

3
.
他

会
計

長
期

借
入

返
還

金

4
.
他

会
計

へ
の

支
出

金

5
.
他

会
計

借
入

金

年
度

収
支

＋
補

填
財

源
１

＋
補

填
財

源
２

(
2
)
長

期
前

受
金

戻
入

収 益 的 支 出

1
.
営

業
費

用
(
3
)
減

価
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.
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金
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事
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4
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受
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0
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円
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円
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-
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5
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期
首

残
高

＋
年

度
収

支
＋

補
填

財
源

千
円

8
4
3
,
2
4
0

7
5
2
,
6
5
8

6
5
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4
3
6

5
4
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4
4
8

5
1
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3
3
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4
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4
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5

4
2
6
,
6
7
4

4
6
1
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2
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5
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※
補

填
財
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、

主
に

「
減
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償

却
費
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と
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期
前

受
金

戻
入

」
の

差
に

よ
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「

現
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よ
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第６章 経営戦略の事後検証 

経営戦略の実施に当たっては、PDCA サイクルに基づき、各種施策の実績や進捗状況等を毎年

度確認（モニタリング）するとともに、中間年（概ね５年後）において、蓄積した問題点や改善点

を踏まえ本戦略を見直していくことで、経営の効率化や安定的な事業運営を図る。 

また、関連市の状況・流域の人口や流入汚水量の動向・事業の経営状況・国庫補助の状況等、様々

な情勢を鑑みて、必要に応じて本戦略の見直しを行う。 

 

 

図 21 本戦略の PDCA サイクル 

 

PLAN（計画）

・経営戦略の策定

・具体的な取り組みの検討

DO（実行）

・事業実施

・取組施策の実施

・関連市との連携

CHECK（評価）

・経営状況のモニタリング

・取組施策の評価

ACTION（改善）

・課題の整理

・施策・取組の改善

下
水
道
を
取
り
巻
く
情
勢

九頭竜川流域下水道経営戦略
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.
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県
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流
域
下
水
道
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、
昭
和
5
7
年
の
供
用
開
始
か
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3
6
年
が
経
過
し
、
部
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的
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老
朽
化
が
進
み
つ
つ
あ
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。

　
老
朽
化
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よ
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更
新
投
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大
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ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
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メ
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図
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償
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計
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検
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し
て
い
く
。
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概
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全
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効
率
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経
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。

　
一
方
で
、
昭
和
5
7
年
の
供
用
開
始
か
ら
3
6
年
が
経
過
し

て
お
り
、
老
朽
化
に
伴
う
更
新
投
資
の
増
大
、
人
口
減
少

に
伴
う
料
金
収
入
減
少
の
見
込
み
な
ど
、
経
営
環
境
が
厳

し
さ
を
増
す
こ
と
が
想
定
さ
れ
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。
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